                                                
 　令和○○年○○月○○日


     北陸信越運輸局長　　殿


                                      住所
                                      氏名又は名称
                                      代表者役職氏名


一般旅客定期航路事業許可申請書


    海上運送法第３条第１項及び同法施行規則第２条の規定に基づき、○○○○航路
  （○○○～○○○航路）における一般旅客定期航路事業を経営いたしたいので、
  関係書類を添えて申請いたします。


                                        記


  一．住所及び氏名

      住所
      氏名又は名称
　　　代表者役職氏名


  二．役員の氏名

      代表取締役    
      取　締　役    
      取　締　役    
      取　締　役    
      監　査　役    
    



三．事業計画
    １．航路の起点、寄港地、終点及びそれらの相互間の距離
	

　　　　
　　　　
	【例】
　　　　7k     　 3k       　 2k
　Ａ港　→　Ｂ岸壁　→　○○岸壁　→　Ｃ岸壁　（１２㎞）

  （航路図をもって明示すること）


    ２．使用旅客船の明細（第１号様式による）
           別紙「使用船舶明細書」のとおり

    ３．係留施設、水域施設（泊地等をいう）、陸上施設（乗降施設等をいう）、
　　　　その他の輸送施設（使用旅客船を除く）の概要

      （１）係留施設
          ①岸壁、桟橋、ポンツーン等の構造
	構造等について、詳細に記載のこと



	【例】
　岸　壁　－　コンクリート造りの船舶着岸用の岸壁となっている。
　桟　橋　－　長さ○○ｍ×幅○ｍの鋼製の桟橋を使用。周囲に転落　　　　　　　 防止用の柵（高さ○○㎝）を設置する。
　ﾎﾟﾝﾂｰﾝ　－　長さ○○ｍ×幅○ｍ×深さ○．○の鋼製ポンツーンを　　　　　　　 使用。また、甲板には滑り止めを施すとともに、転落　　　　　　 　防止用に手摺り（高さ○㎝）を設置する。

詳細は添付関係図面のとおり。


　　　　　②ビット等係船設備の強度及び配置
	
  構造等について、詳細に記載のこと



	
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
	【例】
　ポンツーンは、岸壁に設置されている５ｔビット及び係船環によ
り○箇所固定する。
ポンツーンの配置図、係船方法等は別添資料のとおり。


      
   ③防舷物の構造、配置

	【例】　

・船舶の接する岸壁部分にゴム製のタイヤ（直径○○ｍｍ）を２
　個所設けています。
・船舶の船首、船尾にポリフェンダーを4カ所設置し、衝撃を緩衝し　ます。
      詳細については添付書類（　）のとおり




      （２）水域施設

	港湾平面、使用予定水域の水深、港内操船・橋の高さ等につい
て詳細に記載すること



	
【例】

・使用桟橋の位置、配置等については、添付書類（　）の桟橋全
　体図参照して下さい。
・使用予定水域の水深については、○○川において航路上○○ｍ以上　（○ｍ～○ｍ）の水深があります。
・また、係留乗降用ポンツーン付近の入出港の操船に必要な水域につ　いても、使用船舶の最大吃水○．○ｍ以上の水深は維持されてい　　る。
  なお、水深図及び港内操船図について別紙のとおりです。

    ・港内操船図　  添付書類（　）
    ・港内係船図　  添付書類（　）







      （３）陸上施設

	
①待合所、発券所②待合所と船舶の乗降口との経路③旅客
  乗降用施設について詳細に記載すること。



	
【例】
①待合所、発券所について
・○○を待合所件発券所として使用します。面積は○㎡（○ｍ×○
ｍ）です。また、待合所から乗り場までは○ｍあります。
・駐車場は待合所に併設しており○㎡（○ｍ×○ｍ）で、○台駐車
　できます。
・待合所は○㎡（○ｍ×○ｍ）で椅子席○席を確保し、また発券所
　トイレ等を併設した配置としている。

②待合所と船舶の乗降口との経路
· 待合所と船舶の乗降口との距離は約○ｍあり、途中コンクリート
製の階段が設置されているが、危険防止のため手すりを設けてい　る。

　　　　・位置関係図　添付書類（　）



※一般旅客定期航路事業の用に供する輸送施設は「高齢者、障害者等の移動等の円滑　　化の促進に関する法律」の適用があるので、基準に適合していることの説明が必要　　となります。（船舶は５トン以上が適用になります）

※事業開始までに別途正式に「船舶運航計画」を届出されますが、許可申請時にどの　　ような計画であるか、併せて作成願います。
